
はじめに

文部科学省は、2007年度より特別支援教育の全面実

施を行うために、2006年４月から「LD等」について

の指導への対応の一環として「通級による指導」の対

象拡大・制度の弾力化を行うとともに、「学校教育法

等の一部改正」（2006年６月可決・成立）を行った。

この「学校教育法等の一部改正」は、「児童生徒等の

障害の重複化に対応した適切な教育を行うため、現在

の盲・聾・養護学校から障害種別を超えた特別支援学

校とするなどの改正を行う」という趣旨のもと全体で

52本の法律の一括改定となったものである。「学校教

育法等の一部改正」は、法律中の「特殊教育」「盲・

聾・養護学校」「特殊学級」の用語を、それぞれ「特

別支援教育」「特別支援学校」「特別支援学級」へと変

更したものであるが、その中心は、学校教育法と教育

職員免許法の改定であった１）。

本報告では、教育職員免許法とその施行規則に基づ

いて実施される「特別支援学校教員免許状」の内容に

ついて、特に、その免許の考え方、科目と単位数、課

程認定の基準などに即して、その問題点を検討し、特

別支援学校教員免許制度を前提とした教員養成カリキ

ュラムを示すとともに、その実施上の留意点を提起し

てみたい。

１．教育職員免許法の改定と特別支援学校免許状の創設
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要旨：2006年６月、「学校教育法等の一部改正」が行われた。その中心は、学校教育法と教育職員免許法の一部改正

であり、「特別支援学校」とそれを担う「特別支援学校教員免許」を創設することとなった。本報告では、教育職員

免許法とその施行規則に基づいて実施される「特別支援学校教員免許状」の内容を検討した。特に、その免許の考え

方、科目と単位数、課程認定の基準などに即して、その問題点を検討つつ、特別支援学校教員免許制度を前提とした

教員養成カリキュラムを示し、その実施上の留意点を提起した。制約の大きい特別支援学校教員免許制度の問題点に

留意しつつ、大学レベルでの自主的な検討と努力によって、2007年度本格的に実施される特別支援教育を担う障害児

教育教員養成の実施が必要とされる。

キーワード：特別支援教育 special support education、特別支援学校教員免許状 teacher certification for special

support school、障害児教育教員養成 teacher training for special needs education 



１．１．教育職員免許法の改定と特別支援学校免許

教育職員免許法では、学校種別ごとに教員免許が規

定されることから、盲・聾・養護学校が特別支援学校

に統一されたことによって、従来、盲学校教員免許、

聾学校教員免許、養護学校教員免許と分立されていた

ものを統合し、「特別支援学校教員免許」を創設した。

「教育職員免許法の一部改正」では、盲・聾・養護学

校ごとの教員免許状を特別支援学校の教員免許状と

し、当該免許状の授与要件として、大学における修得

すべき単位数等を定めるとともに、所要の経過措置を

設けることがなされた。

教育職員免許法の改定では、第四条の二において、

「特別支援学校の教員の普通免許状及び臨時免許状は、

一又は二以上の特別支援教育領域について授与するも

のとする」とされた。この「特別支援教育領域」とは、

「学校教育法第七一条に規定する視覚障害者、聴覚障

害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚

弱者を含む。）に関するいずれかの教育の領域をいう」

（第１章総則における「定義」の項）とされている。

また、特別支援学校教諭の一種免許状でいえば、単位

数は26単位と定められた（別表第１）。また、付則16

の特別支援学校免許状の保有義務の免除規定はそのま

ま保持された（小学校、中学校等の免許状を有するも

のは、当分の間、特別支援学校の相当する各部の教諭

又は講師となることができる）。

教員免許法の改定にともなって、具体的な単位の修

得方法について教育職員免許法施行規則が改定され

た。これまでの欄の構成と単位数（第１欄：基礎理論

４単位、第２欄：心理・生理・病理６単位、第３欄：

教育課程と指導法６単位、第４欄：教育実習３単位）

から大きく変更され、第１欄：特別支援教育の基礎理

論に関する科目（２単位）、第２欄：特別支援教育領

域に関する科目（16単位）、第３欄：免許状に定める

特別支援教育領域以外の領域に関する科目（５単位）、

第４欄：教育実習（３単位）となった。ちなみに、従

来の２欄（心理・生理・病理）と３欄（教育課程と指

導法）は、新しい２欄においてそれぞれ最低単位数を

指定され含められることとなった。また、特別支援教

育領域に関する科目については、視覚障害者または聴

覚障害者に関する教育の領域の免許状の場合は、新し

い第２欄はそれぞれ８単位以上必要とされ、知的障害

者、肢体不自由者または病弱者に関する教育の領域の

場合は、第２欄はそれぞれ４単位以上必要とされる。

加えて、免許状に定める教育領域以外の領域に関する

科目には、「その他障害により教育上特別の支援を必

要とする者」（「重複LD等」）の内容も含めなくてはな

らないとされた。

１．２．2005年12月中央教育審議会答申からの相違

からみた改定の特徴

ところで、この教育職員免許法と施行規則の改定の

中身は、これまでの経過－すくなくとも2005度末の段

階での特別支援学校免許状構想とは全く違ったものと

なっていたことも指摘しておく必要があろう。2005年
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１．特別支援教育の基礎理論に関する科目（２単位）

○特別支援教育の基本的な考え方、特別支援学校の教育（自立活動を含む）、小・中学校等における特別支

援教育

２．障害のある幼児児童又は生徒の心理生理及び病理に関する科目（４単位）

○各障害児の心理、生理及び病理に関する事項

○諸検査の基礎

３．障害のある幼児、児童又は生徒の教育課程及び指導法（各障害種別に関する自立活動を含む）に関する

科目（９単位）

○視覚障害児の指導（点字の指導を含む。）

○聴覚障害児の指導（聴覚や手話等を活用した言語指導を含む。）

○知的障害児の指導（教科別の指導、領域・教科を合わせた指導等を含む。）

○肢体不自由児の指導

○病弱児の指導

○言語障害児の指導（構音指導を含む。）

○情緒障害児の指導

○重複障害児の指導

○ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等の幼児、児童又は生徒の指導

４．障害のある幼児、児童又は生徒についての教育実習（３単位）

○事前及び事後の指導（１単位）

○特別支援学校での実習（２単位）

表１．中央教育審議会答申における特別支援学校免許状の構成と単位数



12月、中央教育審議会は、「特別支援教育を推進する

ための制度のあり方について（答申）」を提出したが、

この答申には、「特別支援学校教員免許状（仮称）」を

創設する内容も含まれていた。その中では、特別支援

学校教員一種免許状授与に必要な科目と最低修得単位

数（案）は表１のように想定されていた。

2005年12月の段階では、これまでの欄構成を引き継

ぎながら、それに「選択必修科目」の欄を付け加える

という形での免許構成となっていた。しかし、今回の

教員免許法と施行規則の改定では、欄構成の再編を行

うことになっている。それには、「特別支援教育領域」

の規定を設け、５種別の障害を想定して、免許要件を

設定したことが大きな要因となったと思われる。その

結果、中央教育審議会の答申で示されたもの以上に、

５つの障害種別ごとでの内容構成に重点がおかれ、

「障害種別を超えた特別支援学校」と表現されながら、

障害種別での縛りがかえって強くなっている。

今回の改定にあたって、文部科学省は、「『総合性』

と『専門性』のバランスに配慮」として、「総合性」

を「特別支援学校が対象とし得る５つの障害について

の基礎的な知識・理解（重複障害、LD、ADHD等を

含む）」として10単位、「専門性」として、それぞれの

障害種に関する教育を、８単位（視覚障害、聴覚障害）

ないし４単位（知的障害、肢体不自由、病弱）として、

それぞれの「免許状に定められた教育の領域について

教授が可能」としている。しかし、総合性の中味は、

基礎理論（２単位－４単位から削減）とそれぞれの障

害種（重複障害、LD、ADHD等を含む）に関する教

育の科目であり、「総合性」を担保するものではない

ともいえる。

２．特別支援学校免許の新設による教員養成カリキュ

ラム－本学学部レベルを中心に

２．１．課程認定の経過と審査基準

文部科学省教職員課は、2006年８月２日に各大学を

対象として、特別支援学校の教員免許制度に関する説

明会を開催し、特別支援学校免許状の単位修得モデル

を示しつつ、その概要を説明した。その後、多くの実

務上の詳細について各大学からの質問を集約し、その

回答を各大学に電子媒体で送付した。あわせて、８月

３日には、各都道府県教育委員会に対して説明会を開

催し、質問への回答を作成している。

これらの説明会では、課程認定の審査基準（教育上

の基本組織－特に科目、教員組織－特に必要な教員数）

が示され、申請・認定のスケジュールが示された。な

お、このスケジュールは、８月に説明会があった後、

10月までに申請書案を作成し事前相談を行い、11月上

旬を申請期間としていた。その後、課程認定委員会で

の審査を経て、中央教育審議会の答申を受け、認定通

知を受け、各大学では2007年度からカリキュラムを年

次進行で実施することとなる。

特別支援学校免許制度の科目及び単位の枠組みにつ

いては先に述べたので重複はさけるが、科目内容に関

する認定審査基準として、「中心となる領域」「教授さ

れる内容が含まれる領域」を示さなければならないも

のとされた。「中心となる領域（中心として教授する

もの）」とは、障害種５領域の内１つの教育の領域の

内容を半分以上含む科目でなければならないとされ、

「内容が含まれる」とは、「中心となる領域」を除き、

当該科目において含まれる教育に関する領域すべてを

いうものとされている。この審査基準の設定によって、

各科目の内容まで明示することが求められ、課程認定

においても科目のシラバスを要求されることとなっ

た。そこでは、基礎理論を除いて、それぞれ「中心と

なる領域」「含む領域」としての障害種を内容として

示さなければならないこととなった。教員養成系大学

におけるカリキュラムの編成は、教員免許法に規程さ

れるものであり、これまでも自主的な編成への制約が

つきまとうものであったが、今回の特別支援学校教員

免許においてはよりいっそう強化された。

今回の免許法の改定による教員養成カリキュラムの

作成は大幅な変更を求めるものであるにもかかわら

ず、３ヶ月間でカリキュラムを作成し、必要な非常勤

の教員の確保と書類の作成を行わざるを得ないスケジ

ュールとなったことは、特別支援学校の教員養成カリ

キュラムの出発に当たって、十分吟味され、準備され

る条件がなかったという意味で不十分性を免れない。

２．２．体制問題

今回の特別支援学校免許の課程認定においてとりわ

け大きな混乱をもたらすものとなったものが、審査基

準のうち専任教員数に関する問題である。

説明会後の各大学からの質問に答えた文部科学省教

職員課の回答集（2006年８月）において、「特殊教育

特別専攻科を置いている場合、学部の課程において必
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５．選択必修科目（８単位）

○特定の障害種別（特別支援学校の対象となる５種類の障害種別から１障害種別を選択、又は選択した１

障害種別に加えその他の障害種別（言語障害、障害情緒障害、ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等を含む）

についても選択）について、児童生徒等の心理、生理及び病理に関する科目並びに教育課程各論及び指

導法に関する科目



要専任教員数を満たしていれば、専攻科の課程におい

ても満たしていることになるのか」との質問に対して、

「審査基準３．（６）．Ⅲ．Ⅴより、学部の課程とは別

に、特別支援教育特別専攻科において必要専任教員を

満たさなくてはならない」として、従来は学部の専任

教員によって代えることができるという解釈を大きく

変えた見解を示した。この結果、特別専攻科の課程認

定には学部とは別に３人の専任教員が必要であるとい

うこととなり、特別専攻科を設置する大学では、教員

数を確保することができず、特別専攻科を廃止をせざ

るを得ない状況が生まれた。各大学の特別専攻科廃止

の動きに対して、文部科学省は、その後、今回の課程

認定に関してのみ学部に準じて課程認定するという方

針転換を行ったが、今回の課程認定だけの例外的措置

として、その見解が今後課程認定を行う際には適用さ

れるものとしている２）。

全国的には、特別専攻科において現職教員の派遣が少

なくなっている現状があり、現職教員については、今後

設置される教職大学院への派遣のシフトがなされると思

われる。各大学の動きとしては、特別専攻科を廃止した

り、軽量化する動きもある。しかし、同時に、特別支援

学校における専門性の確保という観点から、免許状保有

を留保する規定をもちながらも、各都道府県では、特別

支援学校教員枠での教員採用が行われるようになってい

ること、通常学校における特別支援学級担当教員の専門

性の担保として特別支援学校免許の位置づけがあること

など、今後、特別支援学校免許状の保有率の向上施策が

強まると思われる。そのような中で、１年で特別支援学

校免許状の取得が可能な特別専攻科の役割は少なくない

ものと思われる。こうした地域での養成と大学における、

学部と専攻科両者の課程認定に必要とされる専任教員の

確保について特段の留意が必要となろう。

２．３．本学における特別支援教育教員養成カリキュ

ラム（学部を中心として）

本学は、これまで養護学校免許状の取得するカリキ

ュラムを、学部および特別専攻科において編成し、実施

してきた。従来の、養護学校免許状が想定する障害種が

知的障害、肢体不自由、病弱であったことから、今回の

特別支援学校免許状の種類の特別支援教育領域は、知

的障害、肢体不自由、病弱とした。このことは、教員

養成系大学・学部の調査が必要だが、多くが養護学校

免許を取得できるカリキュラムを持っていたこともあ

り、全国的な動向とも一致するものといえるだろう。

本学学部においては、学生の組織としては、学校教

育教員養成課程教育発達基礎コース内に「特別支援教

育専修」を2005年より設置しており、そのカリキュラ

ムの改定となる。あわせて、特別専攻科については、

これまで「特殊教育特別専攻科（情緒障害教育専攻）」

として設置されていたが、「情緒障害」がかならずし

も、５障害種の中に含まれにくいこともあって、「特

別支援教育特別専攻科（発達障害・情緒障害教育専

攻）」と名称変更を行うこととなった。なお、５障害

種と「発達障害」の概念の関連に関しては、課題とし

て後に述べることとしたい。

本学学部レベルにおけるカリキュラムの内、開設授

業科目を免許法施行規則の区分に即して示したのが、

以下の表２である。
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【第１欄】特別支援教育の基礎理論に関する科目

○特別支援教育原論

障害児教育の歴史と展望

障害者福祉論

障害児教育学演習

【第２欄】特別支援教育領域に関する科目　　　　　　　　　　　　　　中心となる領域

心身に障害のある幼児、児童又は生徒 ○発達障害の心理学　　　　　　　　　知

の心理、生理及び病理に関する科目　 ○知的障害の医学　　　　　　　　　　知

発達障害と心理検査　　　　　　　　知

○肢体不自由の医学と心理　　　　　　肢

○病弱児の医学と心理　　　　　　　　病

心身に障害のある幼児、児童又は生徒 ○知的障害教育方法　　　　　　　　　知

の教育課程及び指導法に関する科目 発達障害児生活指導論　　　　　　　知

○肢体不自由教育方法　　　　　　　　肢

肢体不自由・重複障害教育実践論　　肢

○病弱児教育方法　　　　　　　　　　病

表２．免許法施行規則に定める科目区分と授業科目（○は必修）



３．特別支援教育教員養成における問題点と課題

３．１．カリキュラムと授業内容への制約－「特別支

援教育領域」に関連して

今回の特別支援学校免許状の創設にあたって、中央

教育審議会答申の段階以上に、実務的に障害種別に即

してカリキュラムを編成することが要請されたといえ

る。しかし、従来の障害種別の学校を「特別支援学校」

に転換し、その教育を担う教員の専門性を担保する新

たな免許制度として、特別支援学校教員養成はよりジ

ェネラルな障害と教育の理論を必要としている。今回

の特別支援学校免許状においては、「基礎理論」のわ

ずか２単位（必修）でそれを担うものとされている。

特別支援学校の総合的な性格は、相互に関連なくバラ

バラに展開される障害種ごとでの講義パッチワーク的

につなぎ合わせれば獲得し得るようなものではないは

ずである。「障害」「障害児・者」「教育」のジェネラ

ルな理論を、どのように、大学における特別支援教育

教員養成の中に組み込んでいくかが課題である。

障害種別を実務的に設定することとなった背景とし

ては、特別支援学校の対象とする障害種別を５つに限

定し、制限列挙していることがある。具体的には、視

覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病虚弱で

ある。これまで、盲学校では視覚障害、聾学校では聴

覚障害を対象として、障害に即した専門的な教員養成

を行ってきた。一方、養護学校では知的障害、肢体不

自由、病虚弱の３障害を対象としており、それを包括

して「障害」として内容的な展開を試み、さらに、「軽

度発達障害」といわれるLD、ADHD、高機能自閉症など

も含み込ませて、講義を柔軟に構成してきた場合も多い。

したがって、従来の養護学校教員養成では、障害種にこ

だわらず、教育・心理・医学のそれぞれからアプローチを

おこなっており、教員としての必要な資質の形成に資

するものとしてしてきていた。たとえば、障害児心理

検査法などは、知的障害、肢体不自由、病虚弱の子ど

ものそれぞれに特定の検査もあるが、しかし一般的な

発達検査や知能検査などはその前提として必要とされ

るのである。今回の課程認定の場合、心理・生理・病理、

教育課程と指導法に関する科目には、すべて「中心とな

る領域」「含む領域」を明示しなければならないことと

なる。「特別支援教育領域」を絞ることは、その講義内

容の自主的な編成をゆがめかねないといえる。

３．２．障害の概念との関連－「発達障害」を中心に

特別支援学校免許制度が、５つの障害種で構成され

ることとなったことの問題点を述べてきたが、振り返

ってみると、これまでの教育施策は、障害をどのよう

に考えるかを曖昧にしたまま推移してきた。今回の特

別支援教育への転換においてもその傾向は否めない。

しかし、特に問題となっているのが、「重複・LD等」

とされた領域の扱いをどのように考えるかは重要な問

題である。

「重複」に即していえば、特別支援学校に在籍する

こととなる障害の相対的に重い子どもたちは、「重複

障害児」の割合が多くなっている。今回の特別支援学

校の創設も、背景としては、障害の重度・重複化があ

ってのことであった。しかし、「重複障害」とは、先
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心身に障害のある幼児、児童又は生徒 障害児心理学演習　　　　　　　　　知

の心理、生理及び病理に関する科目 障害児医学演習　　　　　　　　　　肢

心身に障害のある幼児、児童又は生 障害児教育方法学演習　　　　　　　知

の教育課程及び指導法に関する科目

【第３欄】免許状に定められることとなる特別支援領域以外の領域に関する科目

発達障害と神経心理学　　　　重複・LD等

言語治療学　　　　　　　　　重複・LD等

○視覚障害児の教育Ⅰ　　　　　　　　視

視覚障害児の教育Ⅱ　　　　　　　　視

○聴覚障害児の教育Ⅰ　　　　　　　　聴

聴覚障害児の教育Ⅱ　　　　　　　　聴

○発達障害の理解と対応　　　　重複・LD等

○重複障害教育の理論と実際　　重複・LD等

児童青年精神医学演習　　　　重複・LD等

【第４欄】心身に障害のある幼児、児童又は生徒についての教育実習

○障害児教育実習



の５つの障害種を２つ以上持っているものというこれ

までの行政解釈となると、いずれか主となる障害種を

「中心となる領域」として設定しつつ、その中に「含

む領域」として重複する障害を含み込ませればよいこ

ととなる。これでは、欄を別にしたことと矛盾してく

る。そもそも、そのような障害種を２つ以上重複して

いるものを「重複障害」として、そのそれぞれの障害

ごとでのアプローチを重ねたところで、教育実践の編

成やアプローチの方法が出てくるわけではない。しか

し、今回の「重複・LD等」という欄の構成では、それ

以上に混乱したものとなっている。「重複」と「LD等」

をあわせて、一括りとするところに問題がある。

同様に、５つの障害種以外の障害として、「言語障

害」や「情緒障害」の扱いについても検討が必要であ

る。これもまた、「重複障害・ＬＤ等」の範疇に入れ

られている。「言語障害」、「情緒障害（自閉症を含む）」、

「学習障害（LD）」、「注意欠陥多動性障害（ADHD）」

など、特別支援教育で広がった障害をも含み込む必要

があるからである。しかし、この「LD等」の概念に

ついても検討の必要がある。これは、LD・ADHD・

高機能自閉症などのいわゆる「軽度発達障害」さすも

のである。「発達障害」の概念は、遡れば、知的障害

（精神発達遅滞）を中心としつつ、てんかんや脳性マ

ヒなども含み込んで使用され、その後、DSM-Ⅲ-Rで

は、精神遅滞、広汎性発達障害、特異的発達障害を総

称する概念として使用された。「発達障害」は、知的

障害を含み込んで発達の途上で生じ、知的障害と同様

な支援を必要とし、中途障害とは質の異なり、そして

量的にも多くの支援が必要であり、さらにその支援は

一生涯継続される必要がある状態を指している３）。こ

のような「発達障害」の包括性を重視し、本学では、

特殊教育特別専攻科（情緒障害教育専攻）を特別支援

教育特別専攻科（発達障害・情緒障害教育専攻）と改

称し、特別支援学校教員免許として障害種を知的障害

を中心とし、肢体不自由と病弱を含ませ、あわせて、

自閉症なども含めた情緒障害や軽度発達障害への対応

を行うものとして特徴を持たせたのである。

３．３．カリキュラムの実施上の課題－実習問題

本学学部においては、従来、教育実習５単位を課し、

障害児学級での実習と養護学校での実習によって障害

児教育実習を構成してきた。今回の特別支援学校免許

制度では、特別支援学校での実習であればどの領域の

実習でも教育実習となることとなったが、その単位数

は変わらなかった。本来なら、視覚障害、聴覚障害な

ども含めて教育実習が行われなければならないのであ

るが、単位数の増加もありそのようにはなっていない。

本学でも、単位数の増加も考慮して、従来の実習５単

位を３単位に減らし、その代わり、知的障害教育の教

育課程・方法に位置づける「知的障害教育実習」を第

２欄に設定した。これは、従来の中・軽度の知的障害

教育のひとつのモデルとしての特別支援学級での教育

を実習として経験することの必要を重視したものであ

る。同時に、今後、特別支援学校のセンター的機能の

充実として公立学校への指導・助言が努力義務化され

たことに対応するという解釈もできよう。

「障害種を超えた」学校を担う教員に必要とされる

資質を改めて再考する必要がある。また、免許が学校

種別ごとに出されることに関連して今回免許が「特別

支援学校免許」となったが、通常学校の特別支援教育

が強調される中で「特別支援学校」に限定せず「特別

支援教育免許制度」とする方向での検討も、大学にお

ける自主的な研究と結んで行われる必要があろう。
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